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研究成果の概要（和文）：　本研究では、新興国市場で多国籍企業が「ものづくり(開発・製造)」と「マーケテ
ィング(販売・市場)」をどのように統合するかを東南アジアの日系多国籍企業を中心として定性的に検討した。
その結果、生産、開発、マーケティングにおける機能間連携には、生産とマーケティングの地理的近接性、機能
間連携の阻害要因の除去、そして、機能間連携を促進するケイパビリティといった要因が重要であることが明ら
かになった。

研究成果の概要（英文）：This study examines the integration of "production (R&D and manufacturing)" 
and "marketing (selling and markets)" in emerging markets by conducting qualitative research on 
Japanese MNEs in southeast Asian countries. Consequently, we found the importance of the geographic 
proximity between production and marketing, the elimination of impeding factors for inter-functional
 collaboration and the capabilities promoting inter-functional collaboration.

研究分野：国際マーケティング

キーワード： 機能間連携　新興国市場　ケイパビリティ

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　学術的意義としては、生産、R&D、マーケティング研究者が、同じ多国籍企業の経営行動を観察しながらも異
なるアプローチや結論を引き出してきた国際経営論のディシプリンにおいて、理論的な統合を試みたことが挙げ
られる。とくに、異なる領域を研究する研究者間の協働は、新しい視点の共有や新しい知識の開発に大きく貢献
した。
　社会的意義としては、多国籍企業の地理的に分散する諸機能をいかに連携させるべきかに関する実践的な示唆
を得られたことである。特に、拠点の地理的近接性や権限をどこに置くべきかといった問題に関する実践的な知
識を得ることができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
1）学問的背景 
かつて、生産研究、R&D研究、そして、マーケティング研究は「多国籍企業行動」という同一
の現象を観察しながらも、異なる研究アプローチや異なる結論を出していた。これは、統合的な
枠組みでの研究が欠如し、また、異なるディシプリンの研究者の共同研究が少なかったことに起
因する。そこで、本研究では、生産研究、R&D研究、そして、マーケティング研究の研究者に
よって統合的な枠組みで調査を行った。 
2）実務的背景 
生産、R&D、マーケティングといった機能間連携は、多国籍企業にとって常に実務的な課題で
あった。とりわけ、多国籍企業の機能は地理的に分散しており、機能間の調整、コミュニケーシ
ョン、そして、コントロールは極めて複雑となっている。そのため、生産、R&D、マーケティン
グという視点から多国籍企業のマネジャーに実践的な示唆を引き出すことが求められていた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、「ものづくり（R&D・製造）」と「マーケティング（販売・市場）」の視点をダ
イナミック・プロセスの観点から理論的に統合し、定性的に日本企業の新興国市場戦略を分析し、
彼らが新興国市場で成果を上げるための処方箋を提示することである。すなわち、国際的なバリ
ューチェーンの配置・調整および統合の観点から、R&D、生産、マーケティングをプロセスと
して捉え、定性的調査を通じて、理論的・実務的貢献が可能な分析枠組みを提示する。これらか
ら得られる成果を国内外の学会に発信し、そこでの議論を通じてインサイトを獲得することで、
より説明力のある分析枠組みを構築する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、東南アジア諸国に立地する日系多国籍企業を中心に聞き取り調査を行った。聞き
取り調査を行った国としては、タイ、ベトナム、インドネシアが中心であった。本研究での定性
調査は大きく二つに分かれる。まず、2016 年度は、幅広い産業の企業を調査することで分析枠
組みの構築に必要な情報を収集した。次に、2017 年度以降は、2016 年度の調査で得られたイン
サイトを補強するための追加的な事例の収集が行われた。各年度の具体的な調査内容は下記の
通りである。 
 2016 年度には、3月にベトナムおよびタイにおける現地調査が行われた。対象企業には、日系
の文具メーカー、パーツメーカー、IT システム企業、アグリビジネス企業が含まれる。これら
の企業を観察することを通じて、生産機能とマーケティング機能が地理的に近接することの重
要性が明らかとなった。この地理的近接性を通じた、緊密かつ頻繁なコミュニケーションが、現
地における連携を通じたパフォーマンスの向上につながる可能性があることが明らかとなった。
また、日系および現地資本の小売企業での聞き取り調査も行われた。ハノイにおける日系ショッ
ピングモールでは、日本を上回る現地でのオペレーションが観察された。また、現地家電量販店
では、日系メーカーの陳列・販売促進状況を、韓国系メーカとの比較を通じて、検討した。こう
した小売企業の観察は、市場サイドから機能間連携を考えるための手がかりとなった。 
2017 年度は、東南アジア諸国（タイ及びインドネシア）における追加的事例の収集を行った。
こうした事例収集は、これまでの調査で不十分であった事例を補完する目的で行われた。 
2018 年度は、生産と販売の連携については 1 社（タイ、化学企業）、開発と生産の連携につい
ては 1社（ベトナム、家電メーカー）の事例が収集および分析された。これらの事例から「本社
を通している限り円滑な連携は妨げられる」「（特定の部門への）本社からのコントロールが強い
ほど生産・販売・開発の連携が悪くなる」ことが観察された。したがって、現地人事部主導のイ
ベントとローテーションで部門間の円滑な連携を行うことの重要性が明らかとなった。 
 
４．研究成果 
本研究を通じて、生産、開発、マーケティングにおける機能間連携には、機能間連携の阻害要
因の除去、生産とマーケティングの地理的近接性、そして、機能間連携を促進するケイパビリテ
ィといった要因が重要であることが明らかになった。以下では、この 3 要因について概略を説
明する。次に、他の発見事項について簡潔に触れ、最後に、成果の発表について記す。 
 
1）機能間連携の阻害要因 
 本研究は、2016年度に行われた理論的考察に始まる。2016年 10月に多国籍企業学会西部部
会において「多国籍企業組織における部門間調整・連携の阻害要因分析」というタイトルで報告
が行われた。特に、トヨタ社の歴史的な国際化の経路の中で部門間連携がどのように行われてき
たかを手がかりに、理論的基礎に関する検討が行われた。すなわち、部門間連携を阻害する要因
の発見と除去という観点の重要性が理論的に指摘された。2018年度に収集された事例から「本
社を通している限り円滑な連携は妨げられる」「（特定の部門への）本社からのコントロールが強
いほど生産・販売・開発の連携が悪くなる」ことが観察された。したがって、現地人事部主導の
イベントとローテーションで部門間の円滑な連携を行うことの重要性が明らかとなった。 
 
2）生産とマーケティングの地理的近接性 



 2016年に行われた日系ステーショナリーメーカーのベトナム子会社の調査を通じて、生産機
能とマーケティング機能が地理的に近接することの重要性が明らかとなった。この地理的近接
性を通じた、緊密かつ頻繁なコミュニケーションが、現地における連携を通じたパフォーマンス
の向上につながる可能性がある。先行研究が機能間連携の阻害要因としての地理的な距離に注
目してきたのに対して、本研究では距離を促進要因として捉えたことが特徴である。すなわち、
本研究では製販同一立地や生産・マーケティングの責任者間の緊密なコミュニケーションが多
国籍企業の海外における機能間連携を促す点に注目している。また、地理的近接性と組織文化、
心理的近接性、機能間連携、そして、経営成果との関係を示した理論的枠組みを提示した。 
 
3）機能間連携を促進するケイパビリティ 
 マーケティング・ケイパビリティおよび本社−子会社間調整に関しては。仮説構築と理論的枠
組みの開発、事例分析、質問紙調査が行われた。これらの成果は 2019年度に『国際マーケティ
ング・ケイパビリティ』として出版された。なお、本研究との関連においては、（1）インサイド
アウト・プロセスが事業成果に強い影響を与えていること、そして、（2）本社が現地子会社の自
立性を認めるとき、戦略と事業成果の関係が強化されることが明らかとなった。これらから、機
能間連携を促進するマーケティング・ケイパビリティの探求の重要性が示唆される。また、リソ
ース・リポジショニングとケイパビリティの関係という新たな側面も見いだされた。 
 
4）その他の成果 
 本研究を通じて得られた副産物的な成果は次の通りである。第一に、連携における駐在員と言
語の役割がある。日系多国籍企業を事例として研究が行われた。ここで、駐在員は現地の開発ツ
ールとして認識される。連携における言語の役割として、言語選択の問題と調整メカニズムとし
ての言語の役割が検討された。 
 第二は調査方法論に関する検討である。本研究は、定性的調査を中心としているものの、
common method bias、single respondent bias、内生性（endogeneity）といった定量分析に特
有の問題を検討することで、定性調査にも共通する調査の妥当性の向上という課題にアプロー
チした。 
 
5）成果の発表 
 各年度の学会における成果の発表については次の通りであり。2016年度は、多国籍企業学会、
国際ビジネス研究学会。2017年度は、Asia Academy of Management、国際ビジネス研究学会、
多国籍企業学会。2018 年度は、International Conference on Management & Language、
European Group for Organizational Studies。2019年度は、Academy of International Business、
The EGOS and Organization Studies Kyoto Workshop、EIBA (European International 
BusinessAcademy) 、EAMSA (Euro-Asia Management Studies Association) 、AIB (Academy 
of International Business)、多国籍企業学会全国大会及び西部部会において報告された。 
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